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ごみの減量化の具体的方策及びごみ処理の広域化に向けた体制  

  の整備について（答申）  

 

 令和２年６月３日付けで諮問のあったごみの減量化の具体的方策及びご

み処理の広域化に向けた体制の整備について、次のとおり答申いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



答  申  書  

 

 北広島市は、平成２３年度に一般廃棄物処理基本計画を策定し、びん・缶・

ペットボトル、プラスチック製容器包装ごみ、紙製容器包装ごみ、生ごみ、

ミックスペーパーなどの資源化を中心とした廃棄物の３Ｒと適正処理の推

進を図ってきましたが、焼却施設を保有していないことから、それ以外の普

通ごみなどの埋立を基本とした一般廃棄物の管理を行ってきました。  

現在、令和５年の北海道ボールパークＦビレッジ開業や、令和６年度のご

み処理の広域化の開始が予定されており、ごみの発生量増加や処理システム

に大きな変化が見込まれていることから、一般廃棄物処理基本計画を見直し

改定することになりました。  

北広島市の一般廃棄物に関する現状として、家庭系ごみについては、生ご

みを専用袋に入れて普通ごみと分別排出することがなかなか浸透せず、また、

ミックスペーパーにおいてもリサイクル可能なものが、普通ごみとして排出

されており、更なる分別による減量化の施策が求められるところです。  

事業系ごみについては、一部の事業所への訪問指導の成果として、生ごみ

分別量は増加傾向で推移しているものの、まだ一部にとどまっており、また、

ミックスペーパーの分別も進んでいないことから、早急な分別・減量化対策

が必要な状況にあります。  

平成２７年度から埋め立てを開始している第６期最終処分場においては、

計画量を大きく超える量のごみが埋め立てられており、最終処分場の延命化

を図るべき逼迫した状況になっていること、そして前述しましたように、ご

み処理の広域化により焼却処理が開始することなど、廃棄物行政を取り巻く

環境が大きく変わろうとしています。  

今審議会では、一般廃棄物処理基本計画改定の方向性を検討するため、「ご

みの減量化の具体的方策及びごみ処理の広域化に向けた体制の整備につい

て」の諮問を受け、審議を行った結果、「１  家庭系ごみの減量化方策」、「２  

事業系ごみの減量化方策」、「３  広域化に向けた体制の整備」、について以

下のとおり答申するものです。  

 

 

 

 

 

 



１  家庭系ごみの減量化方策について  

（１）生ごみの分別率向上について  

 過去の審議会からの答申を受け、市民に対して資源となる生ごみ分別の周

知徹底・指導を行ってきた経緯があるが、普通ごみの組成分析の結果では生

ごみが未だ約３０％混入している状況である。生ごみを普通ごみの袋に入れ

て排出しても収集されることが、分別が進まない主な要因であると考えられ

ることから、生ごみ分別の仕方などの周知を再度行ったうえで、生ごみが普

通ごみに多量に混入している場合には、不適正ごみとして収集をせず、ごみ

ステーションに置いていくなど、厳しい対応をすることも必要である。  

 

（２）ミックスペーパーの分別率向上について  

 普通ごみの組成分析の結果、ミックスペーパーの対象となる紙類が約１

５％混入している状況である。平成２９年度からミックスペーパーの拠点回

収が開始され、収集量は増加傾向だが、高齢者などの遠くの拠点まで運搬す

ることが困難な方は排出が難しい状況である。よって今後は、回収拠点を増

加させミックスペーパーの分別に取り組みやすい環境にしていくことが必

要である。  

 

（３）自己搬入受入基準の厳格化について  

 クリーンセンターでは、自己搬入の受入を市民サービスとして行っている

が、近年、搬入量が増加傾向にあり、１０年前の約５倍になっている。受入

基準としての分別が守られないため作業員の大きな負担になっていること、

そして、資源回収が進まず最終処分量の削減が見られないことから、今後は、

分別が不十分である場合には受け入れを拒否するなど、受入基準を厳格化す

ることが必要である。  

 

 

２  事業系ごみの減量化方策について  

（１）生ごみ及びミックスペーパーの分別率向上について  

 事業系普通ごみの組成分析の結果、生ごみとミックスペーパーの対象とな

る紙類が多量に混入している状況である。事業系ごみは廃棄方法が多様であ

り、実態が把握しづらいことから、廃棄物を多量に排出する大規模事業所を

対象に事業所訪問を行い、適正な分別・減量化を促進することが必要である。 

 

 



（２）受入基準の厳格化及び展開検査の実施について  

クリーンセンターでは、受け入れた事業系ごみの中身の確認が不十分なた

め、事業系一般廃棄物に本来分別すべき産業廃棄物などの不適物が混入して

いる状況が多く見られている。混入防止のため、中身の確認を徹底し、受入

基準を厳格化することや、展開検査を抜き打ち実施して、不適物が確認され

た場合には受け入れを拒否することが必要である。  

 

（３）事業系一般廃棄物処理手数料の適正化について  

平成２９年度から事業系一般廃棄物処理手数料を１１８円／１０㎏、事業

系生ごみ処理手数料を８６円／１０㎏としている。事業系一般廃棄物処理手

数料は、事業系一般廃棄物に関する費用の１／２の額として算出しているが、

消費税の増税や人件費の上昇など、処理費用が増加傾向にあることから、手

数料の算出方法も含め処理手数料の適正化について検討が必要である。  

 

 

３  広域化に向けた体制の再構築について  

（１）ごみステーションの収集体制見直しについて  

 現在、市内を３地区に分類し、それぞれ週２回（月～土曜日）ごみステー

ションから収集を行っている。収集員の働き方改革の推進や、１つのごみボ

ックスに多品目が排出されていることによる収集効率低下の解消及び分別

促進などの観点から、収集を行う曜日や、１日に回収する品目数を変更する

などの収集運搬体制の再構築が必要である。  

 

（２）焼却施設までの効率的かつ経済的な運搬について  

令和６年度からごみ処理の広域化により建設される焼却施設（千歳市）ま

で可燃ごみを運搬する予定であることから、運搬距離がこれまでより長くな

るため、分別すべき生ごみなどの資源を可燃ごみに混ざらないよう徹底して

可燃ごみの量を減らし、大型車両にごみを積み替えて焼却施設まで運搬する

ための中継施設を整備するなど、効率的かつ経済的な運搬方法について検討

が必要である。  

 

 

 

 

 



（３）最終処分場の確保について  

 令和２年５月に行われた測量調査の結果、現在使用している第６期最終処

分場の残容量は３７％であり、焼却処理が開始される令和６年度より早く埋

立が終了する見込みである。家庭系・事業系ごみの最終処分量の一層の削減

はもとより、かさ上げを行うなど、最終処分場の確保が必要である。  

 

 

４  その他  

（１）多様な媒体を用いた周知について  

 現在、ごみ分別冊子「クリーンタウン北広島」や市ホームページなどを用

いてごみに関する情報の周知を行っている。しかし、学生などの若年層に情

報が行き届きづらいことや、ホームページから分別方法などの知りたい情報

を得ることが難しいといった課題があるため、検索のしやすいごみ分別アプ

リの導入や、ごみ袋にホームページの分別方法ページを読み込むＱＲコード

を印刷するなど、多様な媒体を用いた周知が必要である。  

 

（２）市民団体などとの協働体制の構築について  

 現在、環境に関する市民団体と協働し、リサイクルの推進などに関する講

習会や、見学研修会を行っている。市としては、焼却処理の開始に伴う分別

区分や収集体制の変更に関する市民説明会を行う予定である。さらに幅広い

層の市民に周知するため、環境に関する市民団体及び町内会などとの協働体

制の構築が必要である。  

 

 

５  まとめ  

今回答申する内容は、諮問の「ごみ減量化の具体的方策」及び「ごみ処理

の広域化に向けた体制の整備」についてであるが、市が検討している施策を

実現するためには、市長のリーダーシップのもと、市、市民及び事業者の３

者がそれぞれの役割や責任を果たしていく必要がある。  

特に、現在使用している第６期最終処分場は、計画量を超える廃棄物が埋

め立てられ、極めて逼迫している状況にある。生ごみの分別の強化及び事業

系ごみの分別・減量化については、上記で提言したように市が主体となり、

市民や事業者の協力と理解を得ながら、時には基準を厳格化し厳しい対応を

とるなど、徹底的に取り組まなければならない。また、施策の見直しと検証

を随時行いながら進めていくべきである。  



令和５年の北海道ボールパークＦビレッジ開業、令和６年度のごみ処理の

広域化による焼却処理の開始など、ごみの分別方法や収集体制に大きな変化

がある今こそ、市民のごみに対する意識や行動を変える絶好の機会であると

考える。市長から市民へ、北広島市の環境とごみ処理についての発信、ＳＤ

Ｇｓの目標達成や脱プラスチックなどの新たな課題の解決に向けた今後の

市の取組を期待する。  

最後に、今回の答申をもとに、ごみの減量化とごみ処理の広域化に向けた

新たな一般廃棄物管理体制が構築され、次世代に向けた北広島市の環境保全

を願い、答申の結びとする。                     

以上  

 

 

 


